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地方財政の課題

• 二つの高齢化＝人口・インフラ（公共施設）

人口の高齢化

労働人口の不足⇒地域経済の活力の低迷

社会保障費（例：医療・介護等）の増加⇐地方自治体は社会保障（現物給付）の担い手

人口の減少⇒「消滅可能性都市」

インフラの高齢化

施設の管理維持（長寿命化）・更新⇒多額な管理維持・更新投資

財政悪化・人口減少の中で「現状維持」は実効可能な選択肢ではない

国の財政に依存した地方の財・政済経運営は持続可能ではない・・・⇒地方創生

地方の頑張りを引き出す改革へ



参考：何故、地方財政か？

• 地方交付税は15兆円規模⇒「基礎的財政収支対象
経費」のうち社会保障関係費に次ぐ規模

地方歳出の拡大＝国の財政移転（補助金・交付税）
の拡大に直結

財政赤字の発生要因

⇒国の保護者責任（関与と財源保障）による財政規律
の弛緩・

コスト意識の曖昧化

• 国は（多くの）地方自治体にとって「最後の拠り所」

地方創生＝地方自治体の自立に向けた取り組み

⇒財政再建と両輪

⇒真に支援の必要な地域への支援の継続
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地方交付税法第一条：「（交付税は）地方
団体が自主的に・・・行政を執行する権能
をそこなわず、財源の均衡化を図り・・・地
方行財政の計画的な運営を保障」



参考：地方創生
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参考：頑張る地方を応援？
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